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1. はじめに 
 本稿の目的は、トライアド情報処理モデルを用い、素材産業の事例分析を通じ
て生産財における提案型開発プロセスのあり方を検討することにある。 
 これまで生産財に関する製品開発マネジメント研究は行われてきたものの、そ
の多くは顧客ニーズや製品コンセプトを所与とした生産財メーカーにおける製品
開発プロセスの検討であり、提案型の製品開発プロセスに関する研究はあまり行
われてこなかった（Barnett, 1990; Eisenhardt & Tabrizi, 1995; Iansiti, 1998；
赤瀬，2000）。これは、生産財開発においては顧客（主に消費財メーカー）が専門
知識を有しているので、生産財に対するニーズや製品コンセプト、スペック等を
明示化できるケースが多いためであると考えられる。 
 しかし、顧客が生産財のコンセプトやスペックへの翻訳を誤るケースも起こり
うるし、そもそも顧客が思いも寄らない製品を生産財メーカーが開発することも
ありうる。このような状況下では、生産財メーカーが新たな生産財コンセプトを
顧客に提案していくプロセスが想定される。 
 こうした観点から分析を試みた研究として富田（2012）が挙げられる。同研究
では、生産財メーカー、消費財メーカー、消費者の三者含むトライアドの情報処
理モデルを提示し、紙おむつ用樹脂の開発事例分析を通じて、紙おむつメーカー
が樹脂スペックの翻訳を誤る中で、樹脂メーカーが赤ん坊を繰り返し実験に用い
ることで、新たな樹脂スペックを提案することで開発を成功に導いたことが明ら
かにされている。 
 しかし、同研究は一事例の分析に留まっており、他事例への適用可能性につい
ては十分検討されていない。そこで、本稿では 2 つの素材産業の事例、すなわち
建築用複層ガラスと建築塗料用樹脂の開発事例の分析を通じて提案プロセスのあ
り方について検討を行う。 
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2. 分析枠組み：トライアド・モデル 
 本稿では、分析枠組みとして、一般的な製品開発モデルである情報処理モデル
（Allen, 1977; Freeman, 1982; Clark & Fujimoto, 1991）に着目し、それを発展
させたトライアド情報処理モデル（以下、トライアド・モデル）を用いる。図表
1 は富田（2012）を修正したものである。図表 1 より、消費者、消費財メーカー、
生産財メーカーの三主体が存在し、消費者はニーズ情報を有しており、消費財メ
ーカー、生産財メーカーはそれぞれ時間軸に沿って製品コンセプト作成、機能設
計、構造設計、工程設計、生産を行う。三主体の間では、時間軸に沿って、設計
情報（プル情報、プッシュ情報）のやりとりが行われる。例えば、消費者からの
プル情報が製品コンセプト作成段階で消費財メーカーに流れ、そこで消費財コン
セプト、生産財コンセプトへと翻訳されたプル情報が生産財メーカーへと流れる。 
 しかしその後、生産財メーカーに流れたプル情報に翻訳ミスが見つかり、機能
設計や構造設計の段階で生産財メーカーが翻訳をし直してプッシュ情報を消費財
メーカーに提案するといったケースがありうる。あるいは、そもそも消費財メー
カーが思いも寄らない新たな生産財コンセプトを生産財メーカーが提案していく
ケースもありうる。このような場合には、生産財メーカー自らが消費者に対して
製品コンセプトを訴求していくということが考えられる。 
 いずれにしても、図表 1 のようなトライアド・モデルを分析枠組として用いる
ことで、生産財の開発プロセス、とりわけ提案型開発プロセスをより動態的に捉
え、分析することが可能となる。以下では、素材産業の 2 つの開発事例の提案プ
ロセスについて検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）：富田（2012）図 2（p.95）を修正。 
図表 1 生産財開発におけるトライアド情報処理モデル 
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 なお図中の矢印は設計情報の流れを表し、その内訳は以下の通りである。 
pull：消費財メーカーから生産財メーカーへのプル情報（市場・機能・仕様設計
情報）の流れ 
push：生産財メーカーから消費財メーカーへのプッシュ情報（技術・図面・構造
設計情報）の流れ 
(pull)：消費者から消費財メーカーへのプル情報（市場・機能・仕様設計情報）の
流れ、通常は生産財メーカーから直接観察不可能 
(push)：消費財メーカーから消費者へのプッシュ情報（技術・図面・構造設計情
報）の流れ、通常は生産財メーカーから直接観察不可能 
PULL：消費者から生産財メーカーへのプル情報（市場・機能・仕様設計情報）
の流れ 
PUSH：生産財メーカーから消費者へのプル情報（技術・図面・構造設計情報）
の流れ 
 
3. 建築用複層ガラスの開発事例(1) 
 (1) 製品概要 
 旭硝子株式会社（以下「旭硝子」と略）は 1993 年、Low-E 複層ガラス「サン
バランス®」を上市した。サンバランス®は、複層ガラスの室外に面するガラスの
内側に特殊金属膜をコーティングするという構造を採用している。この特殊金属
膜は、太陽光線の中で可視光線を通し、肌に悪影響を及ぼす紫外線と熱を伝える
赤外線をほとんど通さず、高い遮熱効果を実現している。すなわち、夏の強烈な
太陽エネルギーを反射し冷房効果を高め、冬は室内の暖房熱を逃がさないといっ
た特長を持つ。このため、冬暖かく夏涼しい快適な室内環境を実現する「快適ガ
ラス」として、国内の新築住宅の開口部に用いられるようになった。サンバラン
ス®はその後、Low-E 複層ガラスの市場で事実上の業界標準を獲得した。 
 
 (2) 開発のきっかけ 
 旭硝子中央研究所では 1980 年代後半から断熱・遮熱性能を高めたガラスや
Low-E 複層ガラスを開発してきた。1986 年には熱線反射ガラスの「サンルック
ス®」、翌 1987 年には断熱性能を高めたLow-E 複層ガラス「サンレーヌ®」を開
発した。しかし、鏡のような「ギラギラ感」やバブル崩壊等の影響もあり、ほと
んど使用されなかった。 
 そうした中、ハウスメーカーA 社から共働きの夫婦向け住宅として「夏、家に
帰ってきても暑くない家」と言うコンセプトに最適なガラスの提案を求められた。
こうしたニーズに対して、当時中央研究所にいた開発担当者は種々の対案を検討
した結果、サンレーヌ®の断熱構造をひっくり返すことで遮熱性能を高めること
を思いついた。 
 熱というのは室内外に気温差があると、高温側から低温側へ移動する性質を持
つ。従って、冬場は壁や窓から暖気が逃げていく。サンレーヌ®は室内側のガラ
スにLow-E 膜を用いることで室内の暖気を室外に逃がさないようにしているが、
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Low-E 膜を室外側のガラスに用いると夏場の日射熱を室内に取り込まないとい
う遮熱性能が得られる。 
 実際には、冬暖かく夏涼しい快適な室内環境を実現する「快適ガラス」を製品
コンセプトとして開発が進められたため、サンレーヌ®の断熱性能を維持しつつ
遮熱性能を高める開発アプローチが採られた。具体的には、室外側ガラスの内側
にLow-E 膜を採用することで、目標性能の実現を図ったのである。 
 
 (3) 機能が「見える」コンセプト作り 
 こうして開発された快適ガラスは 1993 年、「サンバランス®」と名付けられ、
首都圏を含む 4 地区で発売された。低熱貫流率を維持し可視光線透過率を大きく
落とさずに遮熱性能を高められたことから、当時としては最高水準の高断熱遮熱
ガラスだった。こうしたガラスが欲しいという大手ハウスメーカーもあったが、
高価格を理由に提案を求められていた共働き用住宅には採用されなかった。 
 そこで、新たな顧客獲得を目指して、他のハウスメーカーにも売り込みを図っ
た結果、「断熱・遮熱効果を体感できる快適ガラス」ということでハウスメーカー
B 社から高評価を得た。当時（1996 年）、同社が企画していた「声が届く家」と
いうコンセプトの戸建住宅にフィットしたからである。 
 B 社の要望は、二世帯住宅向けの「声が届く家」を実現するために家の中心を
大きな吹き抜け構造にして開放感を持たせた空間を作りたいというものであった。
そのためには、窓を大きくして日光をたくさん採り入れたいが、窓が大きいと夏
場は陽があたると暑くて仕方がないし、冬場は暖気が窓から逃げてしまうので寒
くて仕方がないという問題があった。断熱・遮熱性能に優れるサンバランス®は、
まさにこうした問題を一挙解決しうる快適ガラスだったのである。 
 そこで、旭硝子は全室の窓ガラスにサンバランス®を使用することを提案し、
B 社は全室採用を決定した。ただし、B 社からガラスの色や内部結露防止に関す
る改善要求があったため、試行錯誤を繰り返しながら対応していった。 
 サンバランスの室外から見た色（反射色）は、緑色であった。当時、板ガラス
業界では「ガラスは透明なものでないと受け入れられない」という常識があった。
このため、旭硝子社内でも「緑がかったガラスが本当に売れるのか」といった懸
念もあった。しかし、B 社はそうした色合いを意匠性の高さに結びつけて「ベン
ツと同じ緑色の高級ガラス」を謳うことで、市場への浸透を図ったという。B 社
営業担当者も意匠性を色合いに結びつけて顧客に説明できれば売り込みやすかっ
たと考えられる。 
 
 (4) 機能を「体感」できるコンセプト提案 
 ここでの営業戦略のポイントは、旭硝子が直接の取引先である特約店（卸売業
者）に売り込むのではなく、その先の顧客であるハウスメーカーや消費者である
潜在的な住宅購入者に直接提案した点にある。 
 当時、建築用途のガラス開発においては、新しい機能を持った製品を特約店や
工務店、販売店に提案してもなかなか理解してもらえないケースが多かった。そ
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こで、建築用途においても、「技術的価値の分かる顧客」、すなわちハウスメーカ
ーやデベロッパーに直接コンタクトを図ることを提案したのである。 
 サンバランス®の提案もこうした営業戦略の一環で進められた。例えば、サン
バランス®とランプをセットで持参し、顧客が手をかざすと遮熱効果をその場で
体感できるようにするといった具合である。ここでいう遮熱効果とは、まさに先
に述べた「技術的価値」であり、顧客から見れば「機能的価値」のことであると
解釈できる。こうしたアプローチの結果、ハウスメーカーB 社は全国数十カ所で
展開する住宅設備展示館にサンバランス®のランプセットを自主的に展示してく
れたという。 
 住宅設備展示館では、遮熱効果を体感できるランプセットだけでなく、断熱効
果についても「コールドドラフト」と呼ばれるガラスからくる冷気を体感できる
設備も用意されている。フローリングの床上に人が靴下を脱いで立つと冷気を感
じられる単板とさほど感じないサンバランス®の二種類がセットされており、身
体全体で体感できるようになっている。 
 こうした展示が潜在的な住宅購入者への訴求へとつながった結果、現在、ハウ
スメーカーB 社の北関東以西の住宅すべてに標準装備されている。B 社ではその
後、サンバランス®の緑色に合わせて、屋根瓦も壁も同色にするという緑色の住
宅を提案し、高い評価を得たという。これは、窓ガラスという住宅の開口部への
設計提案が住宅全体のコンセプト変更を促したという点で大変興味深い。サンバ
ランス®はその後、他の大手ハウスメーカーでも採用され、最初の採用から数年
後に事実上の業界標準となった。 
 
 (5) トライアド・モデルでみた建築用複層ガラスの開発プロセス 
 以上の開発プロセスを本稿の分析枠組であるトライアド・モデル（図表 1）に
当てはめてみたものが図表 2 である。なお、実際の取引関係で見た場合には、ガ
ラスメーカーとハウスメーカーの間に特約店（卸売業者）が存在するが、特約店
はハウスメーカーのニーズ情報を集約してガラスメーカーに伝達する役割であり、
複層ガラスの開発過程において及ぼす影響は小さいと考えられるので、図表 1 で
は省略した。また、ハウスメーカーと住宅購入者の間の設計情報の流れは、通常
は生産財（ガラス）メーカーからみて観察不可能という意味で「（pull）」もしく
は「（push）」と表すことにする。 
 開発当初においては、消費者から消費財メーカー、生産財メーカーへと流れる
プル情報に基づいて開発が行われており、「(pull)-pull-push」の開発パターンであ
ったと言える。しかし、販売を開始したものの、開発要請のあったハウスメーカ
ーA 社には高価格を理由に採用されなかったことで、新たな市場開拓の必要性を
認識する。そこで、旭硝子は住宅開口部の機能要件を構成しうるサンバランスの
コンセプトを「断熱・遮熱効果を体感できる快適ガラス」といった形で翻訳提案
し直すことで、ハウスメーカーB 社や消費者に対して訴求していったと見なすこ
とができる。こうした量産後の開発プロセスは、「pull-push-PUSH-(push)」に該
当するものと思われる。従って、開発プロセス全体を通してのパターンは、「(pull)-
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pull-push」&「pull-push-PUSH-(push)」となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 2 トライアド・モデルでみた建築用複層ガラスの開発プロセス 
 
4. 建築塗料用樹脂の開発事例(2) 
 (1) 製品概要 
 1982 年旭硝子が世界で初めて開発した溶剤可溶型
．．．．．
塗料用フッ素樹脂「ルミフ
ロン」は高耐久かつ施工性にも優れることから大型建造物に次第に用いられるよ
うになった。ルミフロンは、フッ素樹脂塗料（高温焼付型は除く）の約 80％（2003
年、販売当初は独占）に採用されており、発売開始から約 20 年で 15 万件以上の
使用実績を持つ｡例えば、高層ビルや橋梁などの大型建築物・構造物だけでなく、
自動車、飛行機、プラントに至るまで非常に幅広い分野で使用されている。 
 
 (2) 開発のきっかけ 
 1970 年代前半、日本では超高層ビルや本四架橋など建築物・構造物の高層・大
型化が計画され、これら「建造物の長期維持管理」への関心が高まっており、マ
スコミ・新聞等を通じて既に顕在化したニーズとなっていた。 
 一方の旭硝子では当時、ガラスなどの成熟事業依存の体質からの脱却を図るた
め、全社戦略のひとつに「フッ素事業の拡大」を掲げていた。そこで、このよう
な環境の変化を契機と捉え、耐久性・耐候性に優れるフッ素樹脂の塗料への応用
可能性について検討し始めた。 
 それまでにもフッ素樹脂系の塗料は存在していたが、フッ素樹脂は融点が高い
上に溶剤に溶けにくく、塗膜の形成や基材への密着が困難であるという特徴を有
しているため、塗装の際に高温で焼き付ける必要があり、屋内で塗装できるもの
に限られていた。そこで旭硝子では、屋外での塗装作業が要求される大型建造物
push 
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にも使用可能な「高耐久塗料用樹脂」、すなわち「溶剤に溶ける塗料用フッ素樹脂」
を開発テーマとして掲げたのである。 
 1975 年、横浜研究所で 3、4 人から成る合成研究チームが編成され、同チーム
によって塗料用フッ素樹脂の研究が進められることとなった。約 3 年間の試行錯
誤を経て種々のモノマーがスクリーニングされた結果、フロオロオレフィン
（CF2=CFX）とビニルエーテルモノマー（CH2=CHOR）の交互共重合体、すな
わち「フルオロエチレンビニルエーテル共重合体（FEVE）」が溶剤に溶け、なお
かつ光沢と透明性にも優れることが明らかとなった｡ 
 しかし開発当初は硬化温度が高かったため、常温で塗料を硬化させることがで
きなかった。そこで反応性部位（水酸基）の導入により、硬化剤との架橋反応を
可能にした。さらにはビニルエーテルの新たな合成法を開発し、側鎖の入れ替え
を通じて塗膜の硬度（柔軟性）を自由にコントロールできるようになった。 
 
 (3) 塗料の共同開発 
 1980 年、このようにして得られた新しいフッ素樹脂は光り輝くフッ素にちな
み、「ルミフロン」と名付けられ、顧客の評価を受けることとなった。様々な塗料
メーカーにサンプルが配られたが、樹脂自体が高価格なこともあり、最初はなか
なか評価してもらえなかった。 
 そうした中、東亜ペイント（現トウペ）から初めて高い評価を受け、相前後し
て大日本塗料からも同様の評価を得た。こうした経緯を経て 1981 年 4 月、経営
トップによって企業化の決定が下され、これらの塗料メーカーに、旭硝子と塗料
子会社のボンタイル（現 AGC コーテック）を加えた 4 社の間で新しいフッ素樹
脂塗料が共同開発されることとなった｡ 
 旭硝子において実際にこうした共同開発に対応したのは、研究所内の合成研究、
応用研究、プロセス開発の 3 チーム、計 15 名のメンバーから成る「LF チーム
（合同プロジェクト・チーム）」である。こうして 4 社間の密接な連携が図られ、
ルミフロンの改良を通じて新しいフッ素樹脂塗料が開発された。 
 
 (4) ルミフロンの市場開拓 
 1982 年 7 月 13 日、まず旭硝子が「ルミフロン」の発売を発表し、続いて共同
開発先であった塗料メーカー三社が新しい「フッ素樹脂塗料」をそれぞれのブラ
ンドで発売することを発表した｡ 
 しかしルミフロンの売上は思うように伸びず、プラント稼働率も上昇しなかっ
た。その理由として、フッ素樹脂塗料の価格が既存塗料に比べ高価格であったこ
と、また耐久性の高さを証明するためには、促進耐候性試験のデータ開示だけで
は説得力に欠けていた、つまり「時間の経過による証明が必要だった」（松下，1991）
ことなどが挙げられる。 
 さらにルミフロンを販売していく際に障壁となったのは、塗料メーカーの先の
顧客である塗装業者になかなか受け入れてもらえなかったことである。これは以
下のような理由による。ひとつは、塗装業者にとって耐久性の高い塗料を使用す
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ることは、「メンテナンス周期が延びることを意味し、それ故、長期的に見れば自
らの市場を脅かす（受注減につながる）恐れがあった」（当時フロロケミカルズ事
業部中原威久氏）ことが挙げられる。 
 そこで、同社社内では次のようなマーケットイン体制が整えられた。84 年 7 月
には末端ユーザーのニーズを把握することを目的として、化学品事業部内に「プ
ロジェクト・グループ」が新設され、翌年 7 月には「スター商品制度」の発足と
同時にルミフロンを「スター商品」として位置づけ、新たに専任チームが編成さ
れた。この専任チームは事業部、研究所、工場などの出身者から成る少数精鋭の
機能横断的専任チームであるが、スターリーダーの指揮下に置かれ、既存の機能
部門とは完全に独立した形で運営された。 
 一方社外においても、共同開発先であった塗料メーカー3 社と「ルミフロン会」
を結成し、「バックセル（Backsell）」と呼ばれる最終顧客（施主）へのアプロー
チを用いて塗料市場への共同開拓が図られた。ここでバックセルとは、「旭硝子の
ような原料樹脂メーカーが、ルミフロンの直接の顧客である塗料メーカーに対す
るだけではなく、塗料をデザインしたり最終的に指定したりする権限を持つエン
ドユーザー（最終顧客）に対して指名活動を行うこと」（松下，1991）を指す。 
 
 (5) バックセル 
 以上のようなバックセルへの体制を整えた旭硝子は、塗料メーカーと共同でバ
ックセルを通じた市場開拓を行った。主な開拓先は建築（デベロッパー・設計事
務所）、土木（土木工事事務所・道路公団）、自動車（自動車メーカー）の 3 分野
である。これらの分野を開拓していくために、より具体的な目的が掲げられた。
先に示したように、同社によるバックセルの定義は最終顧客に働きかけていくこ
とであるが、バックセルの実際の目的は、下記のようにもう少し幅広い活動内容
を指している。 
 
 ① 正確な技術情報の報道（メンテナンスコスト軽減メリットの伝達） 
 ② 新規市場開拓のための塗料メーカーとの商品共同開発の提案 
 ③ フッ素塗装物件の各階層への紹介による塗料メーカー、塗装業者へのイン
センティブ付与 
 ④ フッ素塗料のPR 効果                （以上、中原氏） 
 
 以下では、これらの目的達成のためにどのような行動が取られたかについて建
築分野を中心に見ていくことにする。建築分野では、フッ素樹脂塗料は一般住宅
から高層ビル、イベントホール、神社仏閣に至るまで幅広く適用されている。ま
た同塗料は意匠性（施工性）に優れることから、アルミパネル・鉄・コンクリー
ト・サイディング材など様々な基材にも塗装されている。これまでの代表的な施
工例としては、東京国際フォーラムや横浜ランドマークタワー、東京ドーム、岡
山城などが挙げられる。 
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 ① 正確な技術情報の報道 
 建築分野では、まず正確な技術情報を伝達するために、施主（大手デベロッパ
ーや設計事務所）に対して次のようなアプローチが図られた。すなわち、フッ素
樹脂塗料のサンプル（塗布済パネル）や写真、各種試験データの提示に加え、ラ
イフサイクル・コンセプトを積極的に提案した。その際、施主のニーズについて
も正確に把握するために、彼らの保有物件（建設・改修計画）ひとつひとつに関
する塗料・塗装へのニーズを尋ねて回った。このようにして、施主に対する正確
な技術情報の伝達と新たなニーズ情報の収集が行われたのである。 
 
 ② 新規市場開拓のための塗料メーカーとの商品共同開発の提案 
 さて上記のような、施主との情報のやりとりを通じて注文を取り付けることが
できれば、当該物件の設計段階からフッ素樹脂塗料の使用を織り込むことも可能
となるので、ほぼ確実に施工が期待できる。しかし施主のニーズは多様で、中に
は技術的に高度なものや意匠性に関わる曖昧なものも含まれているので、すぐに
彼らの求める塗料を提供できない場合もある。そのような要求に応えるためには、
塗料メーカーとの技術面での密接な連携が必要となる。その際、旭硝子に求めら
れるのは樹脂の塗膜のコントロール（因果知識）であり、塗料メーカーの側は塗
料化のための最適な配合設計である。この両者を施主のニーズに適合させる形で
うまくバランスさせる必要がある。 
 特に、技術的に高度な塗料、あるいは意匠性の高い塗料が施主から要求された
場合には、彼らから得たニーズ情報を持ち帰って塗料メーカーと共同で塗料を改
良し、それを新たな技術情報として提示してまた施主の評価を受ける、というよ
うな開発サイクルが、施主の承認が得られるまで繰り返されることになる。 
 
 ③ フッ素塗装物件の各階層への紹介によるインセンティブ付与 
 先にも述べたように、フッ素樹脂塗料の使用は当初、ゼネコン（塗装業者）に
とってはあまりメリットが期待できそうなものではなかった。また塗料メーカー
の側でも、この新規性の高い塗料の営業に多くの営業マンを投入できないと考え
られていた。そこで旭硝子は、これらの顧客に対してフッ素樹脂塗料を販売また
は使用することへのインセンティブを付与することにより、販売拡大を図ろうと
試みた。 
 具体的にはゼネコンに対しては、施主や設計事務所に対してのものと同様の提
案活動を実施すると同時に、フッ素樹脂塗料の新規施工物件情報も併せて提供す
る。これにより、ゼネコンにとってもフッ素樹脂塗料を使用するインセンティブ
が確保される。 
 また塗料メーカーにとっても、こうした活動を通じて受注物件を増やすことが
最終的にフッ素樹脂塗料の販売増につながる。これにより、塗料メーカーとの長
期的な協調関係を築いていくことも可能となる｡ 
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 ④ フッ素樹脂塗料の PR 効果 
 ただし、以上の働きかけだけでは決して十分ではなく、「そこから先の需要の広
がりが見込めないので、著名なビルの塗装をすることでフッ素樹脂塗料のポテン
シャルの高さを世間に認知してもらう」（中原氏）という。その他にも設計事務所
やゼネコンは、様々な建築物件に関わっており豊富な施工情報を保有している。
これらの顧客は施主の意向を汲み、自ら積極的に受注物件の設計の仕様決定に関
与することも多い。したがって、彼らからフッ素樹脂塗料について高い評価を得
られれば、当該物件だけでなく、別の保有物件や新規物件を受注できる可能性が
高くなる。そこで、彼らに対しても積極的なバックセルを実施していくことも重
要となるのである。 
 
 (6) トライアド・モデルでみた建築塗料樹脂の開発プロセス 
 以上の開発プロセスを本稿の分析枠組であるトライアド・モデル（図表 1）に
当てはめてみたものが図表 3 である。なお、実際の取引関係で見た場合には、塗
料メーカーとゼネコン／塗装業者の間に卸問屋（販売店）が存在するが、卸問屋
（販売店）はゼネコン／塗装業者のニーズ情報を集約して塗料メーカーに伝達す
る役割であり、塗料及び塗料用樹脂の開発過程において及ぼす影響は小さいと考
えられるので省略した。また、塗料メーカーとゼネコン／塗装業者、ゼネコン／
塗装業者と施主の間の設計情報の流れは、通常は生産財（樹脂）メーカーからみ
て観察不可能という意味で「（pull）」もしくは「（push）」と表すことにする。 
 開発の当初においては、施主の顕在化したニーズをプル情報として生産財のコ
ンセプト提案が行われており、「PULL-push」に近い開発パターンであったと考
えられる。試作品提供後、塗料メーカーとの共同開発を開始したが、その際、塗
料に用いるためには顔料分散性等を改善する必要があると指摘されたことで、当
初のコンセプト提案だけでは不十分であったことを認識する。 
 そこで、旭硝子は不足していた塗料の機能要件を学習し、塗料の機能設計（顔
料分散性等）だけでなく、構造設計（樹脂の分子構造と顔料との相性等）の一部
まで翻訳し直すことで、樹脂の改良を図ったのである。こうした試作後の開発プ
ロセスは、「pull-push-(push)」に該当するものと思われる。 
 しかしその後、旭硝子と塗料メーカーが共同開発した塗料及び樹脂を量産・販
売するものの、ゼネコン・塗装業者の不採用といった問題が判明したことで、新
たな市場開拓の必要性を認識する。そこで、旭硝子はバックセルを用いて塗料メ
ーカーと共同でエンドユーザーに対する指名活動を開始した。つまり、エンドユ
ーザーである施主に直接アプローチ（PUSH）し、コンセプト提案することで指
名注文獲得を図ったのである。そして、指名注文を得ると同時に、施主からゼネ
コン/塗装業者、塗料メーカーの順に個別のニーズを順番に収集（pull）すること
で、改良した量産品を供給し直したと見なすことができる。こうした量産後の開
発プロセスは、「pull-PUSH」と「(pull)-(pull)-pull-push-(push)-(push)」を組み
合わせたパターンに該当するものと思われる。従って、開発プロセス全体を通し
てのパターンは、「PULL-push」&「pull-push-(push)」&「pull-PUSH」&「(pull)-
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(pull)-pull-push-(push)-(push)」となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 3 トライアド・モデルでみた建築塗料用フッ素樹脂の開発プロセス 
 
5. まとめとディスカッション 
 本稿では、第 3・4 節にて素材産業の開発事例の分析を行った。本節では、まず
各事例がどの開発パターンに位置づけられるかを整理してから、提案内容を比較
分析する。より具体的には、どのようなタイミングでどんな内容の提案を行った
のかについて検討を加える。これらの提案は、自社製品が組み込まれた顧客製品
の商品力や顧客の生産工程の生産性を向上させる効果を有していると考えられる。 
 
【建築用複層ガラス「サンバランス」】 
 第 3 節では、旭硝子の建築用複層ガラス「サンバランス」の製品開発プロセス
について分析を行った。この開発プロセスを本研究の分析枠組（図表 1）に基づ
き時間軸に沿って整理すると、開発事例では開発当初と量産後とでは、プロセス
に変化が見られた。すなわち、開発プロセス全体を通してのパターンは、「(pull)-
pull-push」&「pull-push-PUSH-(push)」であった。 
 この複雑な開発パターンの特徴を挙げるとすれば、当初の「(pull)-pull-push」
の翻訳失敗を教訓として最終的なコンセプト提案「pull-push-PUSH-(push)」を
成功させているという点である。従って、本研究の課題である「どのようなタイ
ミングでどんな提案を行うのか」という観点からいえば、ハウスメーカーA 社の
不採用を翻訳失敗のシグナルとして認識し、それを契機として上述のように新た
に市場を開拓する製品コンセプトを翻訳提案し直すことできたことが成功につな
がったと解釈できる。 
 旭硝子のコンセプト提案が可能となった背景には、同社が営業戦略を転換でき
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たことが大きい。すなわち、従来のように直接の取引先である特約店（卸売業者）
に売り込むのではなく、その先の顧客であるハウスメーカーや消費者である潜在
的な住宅購入者にランプセットやコールドドラフトなどの設備を用いて直接提案
することで、住宅の機能要件を構成しうるサンバランスのコンセプトを体感して
もらえたことが新規顧客獲得につながったものと考えられる。 
 では、なぜハウスメーカーでなくガラスメーカー主導で「快適ガラス」のよう
なコンセプト提案が行われたのか。先にも述べたように、そもそものきっかけは
ハウスメーカーA 社からの開発要請であったが、詳細なスペック提示がなかった。
これは、ハウスメーカーの側にガラスを含めた開口部の断熱・遮熱性能を設計す
る能力が不足していたからであると推察される。 
 それに対して、旭硝子は 1980 年代後半から断熱・遮熱性能を高めたガラスの
開発蓄積があった。中でも性能を左右する Low-E 膜の材料やコーティング（製
法）は材料子会社との共同開発が必要であった。この共同開発により、Low-E 膜
を用いた複層ガラスの断熱・遮熱性能およびその他性能（高可視光線透過率、低
紫外線透過率）と構造の知識を蓄積できた。加えて、ランプセットやコールドド
ラフトの設備を活用することで、購入者（消費者）から見て重要と思われる住宅
の機能要件（省エネかつ快適な室内体感温度）に関する知識も獲得した。これに
より、快適ガラスの提案が可能になったものと思われる。 
 
【建築塗料用樹脂「ルミフロン」】 
 第 4 節では、旭硝子の建築塗料用フッ素樹脂「ルミフロン」の製品開発プロセ
スについて分析を行った。この開発プロセスを本研究の分析枠組（図表 1）に基
づき時間軸に沿って整理すると、開発事例では開発当初、試作後、量産後にかけ
てプロセスに変化が見られた。すなわち、開発プロセス全体を通してのパターン
は、「PULL-push」&「pull-push-(push)」&「pull-PUSH」&「(pull)-(pull)-pull-
push-(push)-(push)」というパターンであった。 
 この複雑な開発パターンの特徴を挙げるとすれば、当初の「PULL-push」及び
その後の「pull-push-(push)」の二度の翻訳失敗を教訓として最終的なコンセプト
提案「pull-PUSH」&「(pull)-(pull)-pull-push-(push)-(push)」を成功させている
という点である。従って、本研究の課題である「どのようなタイミングでどんな
提案を行うのか」という観点からいえば、塗料メーカーの機能要件に関する指摘
及びゼネコン／塗装業者の不採用を翻訳失敗のシグナルとして認識し、その度に
問題を解決する生産財コンセプトを再提案できたことが成功につながった。 
 では、そもそもなぜ塗料メーカーではなく樹脂メーカー主導で「高耐久塗料用
樹脂」のようなコンセプト提案が行われたのか。おそらく塗料も高耐久塗料のベ
ースとなる樹脂について全くアイデアがないわけではない。むしろ常に施主等の
エンドユーザーの視点でどのような塗料が良いかを気にかけているので、優れた
樹脂があれば積極的に活用したいと考えているはずである。今回のケースは、ル
ミフロン提案時に顔料分散性等の問題はあるものの、優れた耐久性があったこと
で、共同開発に至ったものと考えられる。 
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 共同開発したのは、双方に不足している技術・ノウハウが補完し合うためであ
る。もちろん、塗料メーカーは汎用塗料用樹脂の評価技術を有していたが、ルミ
フロンのような新規樹脂を使いこなす技術、具体的にはフッ素樹脂の塗膜硬度を
コントロールする技術（因果知識）を持っていなかった。これに対して、旭硝子
は、塗料化するための配合技術や評価能力がなかった。よって、塗料の共同開発
が行われた。この共同開発や促進耐候性試験などを通じて、旭硝子は塗料の性能
評価・耐候性評価に関わる知識・ノウハウを獲得していった。これは、Barnett
（1990）の指摘する、素材が製品組み込まれてからの機能・性能評価に関わる知
識・ノウハウに相当する。 
 しかし、注目すべきはそうして開発された高耐久塗料に関しても、販売不振を
契機として樹脂メーカー主導で塗料のコンセプト提案（ライフサイクル・コンセ
プト）が行われた点である。販売不振の直接の原因として上述したゼネコン／塗
装業者の不採用が挙げられるが、それ以外の原因として塗料メーカーの営業人員
の制約が挙げられる。 
 もちろん、塗料メーカーも新規塗料の営業活動を全くしないわけではないが、
限られた営業部隊で効率よく市場シェアを確保するためには、大口顧客からの注
文（汎用塗料の大量仕入れ）を受けることが最優先課題となっている。加えて、
高耐久塗料というのは短期的には売上増につながるが、長期的にみれば売上減を
もたらしかねない製品である。このため、高耐久塗料の販売にそれほど注力でき
なかった可能性が高い。 
 そこで、旭硝子ではこうした問題点を認識した上で、ルミフロン会を結成し、
バックセルを用いて自ら市場開拓を主導しつつも、塗料メーカーと共同で実施す
るという手段を採ったのである。 
 ただし、旭硝子はあくまでも単独ではなく、塗料メーカーと共同で市場開拓を
図った点には注意が必要である。これは、旭硝子にとって自社だけでなく顧客の
営業人員を活用するという意図もあるが、本来なら顧客が自ら行うべき塗料の販
売活動にまで踏み込んだ提案を行うので、顧客と競合しないよう配慮した行動で
あると推察される。こうした販売活動も含めた開発分業のあり方は顧客との競合
を避けつつ、Win-win の企業間関係を維持する上で、重要な示唆を含んでいると
思われる。 
 
 以上2つの事例に共通するのは、生産財コンセプトやスペックが不確定のまま、
生産財メーカーが提案型開発プロセスを進め、次第にコンセプトやスペックが確
定していったという点である。従来の製品開発管理論では、生産財コンセプトや
スペックを所与とした上での開発パターンを提示するに留まっていた（Barnett, 
1990; Eisenhardt & Tabrizi, 1995; Iansiti, 1998；赤瀬，2000）。 
 それに対して、本稿では、顧客（主として消費財メーカー）が消費者ニーズの
認識や翻訳を誤る可能性がある中で、つまり消費者を含めた三者間の関係を想定
して、生産財メーカーがどのように開発を進め、どのようなタイミングでどのよ
うな提案をしていくのか、第 2 節で提示した分析枠組（トライアド・モデル）を
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用いてそのプロセスを明らかにしたという点で意義があると考えられる。 
 より具体的には、いずれのケースにおいても試作品や製品といった顧客が使用
体験可能な媒体がきっかけとなってコンセプトが明確化・具現化（articulate）さ
れていくという点である。これは、情報の粘着性（移転コスト）が高い状況下で
は、プロトタイプを通じたメーカーとユーザーの情報のやりとりが問題解決に有
効であるとする von Hippel（1994）や小川（1997; 2000）の指摘と整合的である。 
 ただし、これらの研究では、メーカー側に技術情報があり、ユーザー側にニー
ズ情報があるといった、いわば二極化した状況を想定しており、共同問題解決の
状況を取り扱っていない。これに対して、本研究の事例では、エンドユーザーや
消費者のニーズに対して、生産財メーカーと消費財メーカーが共同でニーズ翻訳
し、問題解決を図るといった共同問題解決のプロセスを含んでおり、より包括的
な分析の枠組みを提供していると考えられる。 
 また、これらの開発事例に共通していることは、プル情報の流れとプッシュ情
報の流れが交互に現れており、pull と push の組み合わせによって開発プロセス
が成り立っているという点である。こうした分析結果は、イノベーションの成立
には「テクノロジー・プッシュ」と「マーケット・プル」の相互作用が必要であ
ると指摘する先行研究と整合的である（Mowery & Rosenberg, 1977; Freeman, 
1982; Kline, 1990）。 
 さらに、2 つの事例に共通する点として、顧客との pull（もしくは push）情報
の流れと消費者とのPULL（もしくはPUSH）情報の流れがあったことが挙げら
れる。これは、どちらか一方のみへの情報のアクセスだけでは生産財開発は失敗
しやすいことを示唆している。すなわち、生産財メーカーが消費財メーカーから
提示された生産財スペックに基づいて開発を始めたとしても、その先の消費者ニ
ーズの認識やスペックの翻訳が誤っている可能性がある。逆に、生産財メーカー
が消費者ニーズを念頭に置いて開発を始めたとしても、同様に消費者ニーズの認
識やスペックの翻訳が誤っている可能性がある。よって、生産財開発をより効果
的に行うためには、消費財メーカーと消費者、双方へのアクセスが必要となると
考えられるのである。 
 この点に関連して、生産財メーカーが製品コンセプト提案を行う際、顧客の階
層性を注意深く精査し、顧客の顧客や最終顧客（エンドユーザー）に直接アプロ
ーチする方法は、「顧客の顧客戦略」（桑嶋，2003）や「顧客システムのマネジメ
ント」（Tomita & Fujimoto, 2005）と呼ばれる。 
 
【注】 
(1) 本節の事例は富田（2008）に基づく。 
(2) 本節の事例は富田（2003）に基づく。 
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